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社会科学研究所 定例研究会 報告要旨 
 
2006 年 5 月 20 日（土）13:30～17:30 
場 所： 専修大学神田校舎 7号館 773 号教室 
テーマ： 多項ロジット・モデル分析のフロンティアについて 
報告者： 依田 高典 氏 （京都大学経済学部助教授） 
共 催： 進化経済学会 非線形問題研究部会 
 近年の離散的選択分析（ロジット・モデル、プロビット・モデルなど）の発展、特に(1)
コンジョイント分析、(2)ミックスド・ロジット・モデルについて、ブロードバンド・イ
ンターネットに関する報告者自身の研究を紹介しながら、平易な解説を行ってもらった。
当日は学内外の専門的研究者の参加を得て、白熱した議論が行われた。併せて、個人の選
好多様性を考慮に入れた離散的選択モデルを、社会的相互依存関係を組み込んだ効用関数
として、異質的エージェント研究にも応用ができるのではないか、マスター方程式などマ
クロの状態遷移を扱ったモデルといかに接合できるのか、その際の課題は何か、等々、進
化経済学でのホットな話題についても活発な意見交換が行われた。 
（文責・専修大学経済学部教授 吉田雅明） 
 
 
2006 年 6 月 1 日（木） 定例研究会報告 
テーマ： 家族・コミュニティ役割の日中比較－農村福祉社会の形成に向けて－ 
報告者： 宋 金文（千葉大学大学院社会文化科学研究科･訪問研究員／北京日本学研究
中心･助教授） 
時 間： 6 月 1日（木）16:20～18:30 
場 所： 生田社会科学研究所（図書館分館５階） 
報告内容概略： 
 総人口 13 億人、うち農村人口 9億人(世界の 10%の土地で 21%の人口を養っている)等、
あるいは 60 歳以上人口は既に 1.4 億人(日本の人口以上。2050 年には 4 億人超)との壮大
な数値の紹介から始まり、そうした人口増加･高齢化のただ中にある中国における、特に
農村の福祉についての現状報告･問題提起が日本との比較においてなされた。 
 まず、農村にかかる社会保障について、年金・医療・福祉と三分類して、農村養老保険
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(加入者 5,500 万人、受給者 250 万人)、合作医療(現在、カバー率は 23.5%)、五保護(食･
衣･住･医･葬についての保護)、生活保護 776 万人、貧困救済 1054 万人、などが紹介され
た。05 年度の貧困人口(683 元/年、以下)2,365 万人に低収入人口(684-944 元/年)を加え
るとその人数は 7,600 万人に、また、これに毎年の災害人口 7,000 万が加わり、貧困層の
厚さ(絶対数の多さ)が指摘された。 
 こうした農村の状況に対しての施策としての「新農村建設」が紹介された。これは生産
発展、生活寛裕、郷風文明、村容整潔、民主管理からなるが、その基本理念である｢工業
反哺｣、すなわち、先に富んだ都市が今こそ農村を支援すべきという考え方で、「多与少取
放活」、すなわち、国家の基礎建設投資の重点を農村に移して農村生産生活条件の改善に
使う資金を前年を上回るようにしていく、という画期的な政策および、中国で 2600 年続
いた農業税の減免と撤廃(160 元/人、に相当)等が含まれている。 
 中国農村の現状が詳しく紹介された後、日本と比較した上でいくつかの論点が提示され
た。今回はそれは｢日中家族の相違：労働力移動と家族の絆｣についての考察であった。「積
谷防飢、養児防老」(養老を家族システムの根幹にすえる考え方)、それにもとづく均分相
続の思想と現状(輪番で養老する子供達)、したがって中国では続柄(長男か次女かなど)は
親扶養には関係がなく、安土重遷(土地があれば飢えない。移動を重んじる)の思想が一般
的であり、しかしながら輪番を守るために遠くには移動しない傾向が紹介された。日本の
農村の現状=長子相続(現憲法下ではそうではないはずだが、農村では現実にはそうなって
いる)で、長男との同居を望む多くの親がいる一方で、長男の嫁には相続権がない現状な
ど、合理的な中国農村の親扶養システムとの比較がなされ、日本の農村について柳田国男
の分析｢理知ある冷酷の家制度｣が示された。フロアからは、日本の農村ではしかしながら
イエ制度や親扶養の問題の次元ではなく、廃村すら一般的となりつつある農村の危機･崩
壊という現状が指摘されたが、こうした日本農村全般を包含し対象とする議論を展開する
時間は残念ながら残されてはいなかった。 
記：専修大学文学部・大矢根 淳 
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2006 年 6 月 19 日（月） 定例研究会報告 
テーマ： International Anti-Poverty Policy（「貧困対策の国際的展望」） 
報告者： David Gordon（ブリストル大学教授、専修大学経済学部客員教授） 
時 間： 16 時 30 分 
場 所： 9 号館 6階会議室 
報告内容概略： 
 本報告でゴードン氏は、「思想・レトリック」「現実」「原因」「解決策」という 4 つの視
座から、貧困問題とその対策の現況・展望を豊富なデータにもとづき説明された。貧困は、
自然法上の必然であるとか個人の自堕落によるものではなく、「社会」の問題であり、ゆ
えに社会による貧困対策が重要であるとの思想は、啓蒙思想家コンドルセ以来、たびたび
表明されてきた。近年では、たとえば英国のブレア首相が貧困撲滅を推進するとの声明を
発表している。ひるがえって現実の貧困問題を考えると、国際死因統計上「極度の貧困」
に起因する死亡がいまだに多数をしめる状況である。世界規模での所得分布の不均等が、
最貧国・地域における生活環境の劣悪さ（たとえば、衛生インフラや医療・教育などの欠
如）を持続させているのである。どのような解決策が模索されるべきか。ゴードン氏は、
世界銀行による「市場」にまかせ経済成長を志向する路線（いわゆる「ワシントン合意」
路線）の不充分さを指摘する。確かに近年の開発計画では、食糧・医療援助や教育施設へ
の資金提供など人的資本にかんする援助は重視されてきているが、対症療法的であり、貧
困を予防するための措置がさらに必要だという。富の偏在が貧困問題の根本要因であると
の観点から、ＥＵ的な所得再分配政策路線に希望を見出している。報告会の時間的制約も
あり、再分配を地球規模でどう進めるのかについてまで具体的に伺うことはできなかった
が、それはむしろ投げかけられた問題として、我々自身も真摯に考えていくべき問題であ
ろう。 
記：専修大学経済学部・永島 剛 
